
 

令和７年８月８日 

 

令和８年度の地方財政措置についての各府省への申入れ概要 

 
  総務省は、各府省に対して、概算要求に当たり留意又は改善すべき事項について、 
 総務大臣名及び総務副大臣名で申入れを行うこととしました。 

 
 

Ⅰ 申入れ件数 

    本年度申入れ      ３６件（前年度 ３３件） 
     うち各府省共通事項   １４件（ 〃  １２件） 
        各府省個別事項  ２２件（ 〃  ２１件） 
   ※令和７年度申入れからの増減：新規３件、項目分割１件、廃止１件 

 

Ⅱ 申入れ事項 

１ 共 通 事 項  

 
Ⅰ 地方創生 2.0 の推進 

新 １ 地方創生 2.0 の推進 

 

Ⅱ 物価上昇及び賃上げの普及・定着への対応 

１ 物価上昇への対応 

２ 賃上げの普及・定着への対応 

 

Ⅲ 防災・減災対策、国土強靱化及び震災等からの復旧・復興の推進 

１ 防災・減災対策及び国土強靱化の推進 

２ 東日本大震災からの復興の推進 

３ 能登半島地震及び近年の自然災害からの復旧・復興の推進 
 
 
 
 



Ⅳ 地方分権改革の推進及び国・地方を通ずる財政健全化 

１ 地方歳出に対する国の関与の廃止・縮減等 

新 ２ 地方公共団体における事務処理上の課題への対応 

３ 地方公共団体の自主的な行財政改革への協力及び財政負担増等を伴う施策の抑制等 

４ 国庫補助負担金の整理合理化等 
 

Ⅴ 国・地方公共団体間の財政秩序の確立等 

  １ 国と地方公共団体の財政負担の適正化 

２ 国庫補助負担金等に係る超過負担の解消 

３ 公共施設等の適正管理の推進 

 ４ 国・地方デジタル共通基盤の整備・運用の推進 
 

２ 個 別 事 項  

 

（内閣官房） 

１ 外国人材の受入れ環境整備の推進 

２ こども・子育て政策の強化等 

３ 地域脱炭素を実現するための取組の推進 
 

（内閣府） 

 １ 外国人材の受入れ環境整備の推進 

２ こども・子育て政策の強化等 

３ 地域脱炭素を実現するための取組の推進 
 

（消費者庁） 

１ 外国人材の受入れ環境整備の推進 

 

（こども家庭庁） 

１ 外国人材の受入れ環境整備の推進 

２ こども・子育て政策の強化等 

新 ３ 教育無償化への対応 

 

（デジタル庁） 

１ 地方公共団体情報システムの標準化・ガバメントクラウド移行後の運用経費の増加

への対応 

 

（法務省） 

 １ 戸籍等の記載事項（氏名の振り仮名）の追加に伴う措置 

 



（出入国在留管理庁） 

 １ 外国人材の受入れ環境整備の推進 

 

（文部科学省） 

１ 外国人材の受入れ環境整備の推進 

 ２ こども・子育て政策の強化等 

３ 地域脱炭素を実現するための取組の推進 

４ 教員の処遇の改善及び少人数学級の整備 

 ５ ＧＩＧＡスクール構想の推進 

 ６ 公立学校施設整備事業に係る国庫補助負担制度の改善 

新 ７ 教育無償化への対応 

 

（厚生労働省） 

 １ 外国人材の受入れ環境整備の推進 

２ こども・子育て政策の強化等 

  ３ 地域医療提供体制の確保 

４ 国民健康保険制度の安定的な運営の推進 

 ５ 予防接種に係る財政措置等 

６ 障害福祉サービスの推進 

７ 介護保険制度の安定的な運営の推進 

 

（農林水産省） 

１ 外国人材の受入れ環境整備の推進 

 ２ 地域脱炭素を実現するための取組の推進 

３  地域の安全・安心を確保するためのインフラ老朽化対策の推進 

 ４ 直轄事業に係る事前協議及び事業費管理の徹底 

 ５ 後進地域の開発に関する公共事業の補助率差額の交付方法の改善 

６ 水道事業及び下水道事業の持続的経営の確保に向けた取組の推進 

 

（林野庁） 

   １ 林業公社の抜本的な経営対策等の推進 

 

（経済産業省） 

 １ 外国人材の受入れ環境整備の推進 

２ こども・子育て政策の強化等 

 ３ 地域脱炭素を実現するための取組の推進 

 

 



（国土交通省） 

１ 外国人材の受入れ環境整備の推進 

 ２ こども・子育て政策の強化等 

３ 地域脱炭素を実現するための取組の推進 

４  地域の安全・安心を確保するためのインフラ老朽化対策の推進 

５ 直轄事業に係る事前協議及び事業費管理の徹底 

 ６ 後進地域の開発に関する公共事業の補助率差額の交付方法の改善 

７ 水道事業及び下水道事業の持続的経営の確保に向けた取組の推進 

８ 社会資本整備総合交付金制度の改善等 

９ 持続可能な地域公共交通の確保 

 

（環境省） 

 １ 地域脱炭素を実現するための取組の推進 

２  水道事業及び下水道事業の持続的経営の確保に向けた取組の推進 

３ 一般廃棄物処理施設の整備 

 
 

（連絡先）                    
   自治財政局調整課               

担 当： 長谷川理事官、竹村係長、原、早川  
電 話：（代表）０３－５２５３－５１１１    

（直通）０３－５２５３－５６１８ 

    
 

 



➢ 各府省の概算要求に反映させるため、毎年度の概算要求基準の閣議了解時に、地方財政に影響を及ぼ

す施策・事務事業について適切な措置を行うよう、各府省に対して申入れを行っている

➢ 申入れ項目・内容は、地方公共団体の意見も踏まえて選定

令和８年度の地方財政措置について（各府省への申入れ）の概要

＜主な申入れ内容＞

1

（各府省共通）

物価上昇への対応

○ 地方公共団体が、適切な価格転嫁に取り組みつつ、必要な事

業を円滑に実施できるよう、「物価上昇に合わせた公的制度の

点検・見直し」の取組をはじめとして、資材価格の高騰や賃金上

昇等を踏まえた補助単価及び補助上限額の見直し等の必要

な措置を講じられたいこと

（参考１） 物価上昇に合わせた公的制度の点検・見直し（経済財政運営と改革の基本方針2025）

物価上昇の継続を踏まえ、予算における長年据え置かれたままの様々な公的制度
に係る基準額や閾値について、省庁横断的・網羅的に点検し※、見直す取組。

 ※概算要求プロセスの中で各府省庁が点検を実施（令和７年６月～）

官庁営繕単価の対前年度伸び率（令和７年度） 7.4％

令和６年人事院勧告 官民較差 2.76％

会計年度任用職員給料改定率 8.9％

（参考２） 物価上昇等の状況

○ 会計年度任用職員の給与を対象経費に含む国庫補助負担

金等について、国予算の不足等により地方公共団体の超過負

担が生じているものがあることから、遡及適用を含む給与改定

や勤勉手当を適切に反映するなど、所要の財源を確実に確保

されたいこと

賃上げの普及・定着への対応

（参考） 国庫補助金等の対象となる会計年度任用職員の例

・ 医療的ケア看護職員 （教育支援体制整備事業費補助金（文部科学省））

→ 国予算において勤勉手当が計上されていない。

・ スクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカー、 学習指導員 （同上）

→ 国予算において給与改定を反映して適切に予算が確保されていない。



（各府省共通）

2

○ 地方公共団体における担い手不足等の事務処理上の課題

に対応するため、地域における議論を踏まえつつ、国・都道

府県・市町村の役割分担の在り方をはじめとする制度の見

直し等を適切に進められたいこと

地方公共団体における事務処理上の課題への対応

（参考）経済財政運営と改革の基本方針2025（抜粋）

急激な人口減少や東京一極集中により深刻化する地方公共団体における
地域の担い手を始めとする資源の不足や偏在に対応し、将来にわたり持続
可能な形で行政サービスを提供していく観点から（略）地方公共団体における
事務執行上の課題に対応するため、国・都道府県・市町村の役割の見直しを
含めた課題解決に向けた議論を促進する。

（厚生労働省）

（参考１） 公立病院の状況

○ 公立病院をはじめとして厳しい経営状況にある医療機関の現

状や物価高騰・賃金上昇等の経済社会情勢の変化を踏まえ、

持続可能な地域医療提供体制を確保できるよう、診療報酬

を含め適切に検討を行い、必要な措置を講じられたいこと

地域医療提供体制の確保

R４ R５

公立病院数 853病院 854病院

赤字病院の割合注１ 34% 70%

赤字合計額注１ 639億円 2,448億円

資金不足注２が生じて
いる病院事業数

27事業
（41病院）

38事業
（54病院）

注１ 経常収支

注２ 地方財政法に定める
 資金不足額

○ 病床数の適正化のための支援に当たっては、公立病院を含

めた医療機関が必要な事業を円滑に実施できるよう、所要

の国費を確保されたいこと
（参考２）病床数適正化支援事業（令和６年度補正予算）

患者数の減少等により経営状況の急変に直面する医療機関を
支援する事業（病床削減への給付金 4,104千円／床）

（デジタル庁）

（参考）移行後の運用経費の見込み○ 地方公共団体情報システムの運用経費については、標準化基

本方針に基づく削減目標の達成に向けて、見積精査支援の強

化、ガバメントクラウド利用料の低廉化、ソフトウェア関係経費の

低減のための事業者との調整など必要な措置を講じられたいこ

と

○ その上で、一時的に増加する経費については、その要因の更

なる分析を行い、地方の意見を十分に踏まえ、所要の財源を確

保されたいこと

標準化・ガバメントクラウド移行後のシステム運用経費の増加への対応

現行 移行後 増加率

A市
（27万人の中核市）

208百万円 784百万円 3.8倍

B市
（８万人の一般市）

174百万円 407百万円 2.3倍

C町
（１万人の町）

36百万円 66百万円 1.8倍

※令和７年６月13日第11回デジタル行財政改革会議デジタル庁提出資料に基づく数値



3

外国人材の受入れ環境整備の推進

○ ｢外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策｣等を踏ま

えた取組を進めるに当たっては、地方の意見を十分に踏まえ

つつ、特定技能外国人のマッチング支援策等の必要な措置

を講じるとともに、外国人が増加する中で、地方公共団体が地

域の実情に応じ、日本語教育の推進、外国人向けの相談体制

の強化、外国人児童生徒への支援体制の強化等の必要な事

業を円滑に実施できるよう、所要の財源を確保されたいこと

（参考１）在留外国人数の推移

R元 R2 R3 R4 R5 R6

293万人 289万人 276万人 308万人 341万人 377万人

（参考２）外国人材の受入れ環境整備に関する事業の例（令和７年度）

・ 外国人材の受入れ・共生のための地域日本語教育推進事業（文部科学省） 5.5億円

・ 外国人受入環境整備交付金（出入国在留管理庁） 10億円

・ 帰国・外国人児童生徒等の教育の推進支援事業（文部科学省） 12.5億円

（出入国在留管理庁・文部科学省等）

○ いわゆる高校無償化、給食無償化及び０～２歳を含む幼

児教育・保育の支援については、地方の意見を十分に踏ま

え様々な論点を検討した上で、実施に当たっては、地方公共

団体への適時適切な情報提供を行うとともに、所要の財源を

確実に確保されたいこと

（参考）自由民主党、公明党、日本維新の会 合意（令和７年２月25日）（抜粋）

Ⅳ 教育無償化に関する論点等

１．いわゆる高校無償化について、義務教育との関係、公立高校（農業高校、水産
高校、工業高校、商業高校等の専門高校を含む）などへの支援の拡充を含む教育
の質の確保、多様な人材育成の実現、収入要件の撤廃を前提とした支援対象者の
範囲の考え方、私立加算金額の水準の考え方（令和８年度は45.7万円）、支給方法
の考え方（代理受領か直接支給か、ＤＸ化による効率化の推進）、高校間での単位
互換、国と地方の関係、公立と私立の関係、現場レベルの負担といった論点につい
て、十分な検討を行う。

教育無償化への対応

（文部科学省・こども家庭庁）



4

（環境省）

○ 一般廃棄物処理施設については、全国的に施設更新の集中

が想定されることを踏まえ、循環型社会形成推進交付金等に

ついて、所要の財源を確保されたいこと

○ さらに、各地方公共団体が地域の実情に応じ、施設の建設・

維持管理・解体に係るトータルコストの縮減を図ることがで

きるよう、適切な情報提供を行うなど、必要な措置を講じられた

いこと

一般廃棄物処理施設の整備
（参考） 一般廃棄物処理施設(ごみ焼却施設)の整備費用イメージ

総事業費 施設規模

Ａ組合（１市、１町）
（人口９万人）

132億円 98ｔ/日

Ｂ市
（人口22万人)

229億円 210t/日

Ｃ地域（６市、1町）
（人口39万人）

436億円 486t/日

（農林水産省・国土交通省・環境省）

水道事業及び下水道事業の持続的経営の確保に向けた取組の推進

○ 地方公共団体の水道事業及び下水道事業の持続的経営の

確保のため、広域化等の推進及び令和６年能登半島地震や

埼玉県八潮市における道路陥没事故等を踏まえた施設の耐

震化・老朽化対策の推進に必要な事業を円滑に実施できる

よう、所要の財源を確保されたいこと

（参考）上下水道施設の耐震化状況

※水  道：基幹管路の耐震適合率

※下水道：重要な幹線等の耐震化率

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

水道 41％ 41％ 42％ 43％

下水道 54％ 55％ 56％ 57％



令和８年度の各府省への申入れのその他項目

○ 地方創生2.0の推進

○ 防災・減災対策及び国土強靱化の推進

○ 東日本大震災からの復興の推進

○ 能登半島地震及び近年の自然災害からの復旧・復興の推進

○ 地方歳出に対する国の関与の廃止・縮減等

○ 地方公共団体の自主的な行財政改革への協力及び財政負担増等

 を伴う施策の抑制等

○ 国庫補助負担金の整理合理化等

○ 国と地方公共団体の財政負担の適正化

○ 国庫補助負担金等に係る超過負担の解消

○ 公共施設等の適正管理の推進

○ 国・地方デジタル共通基盤の整備・運用の推進

[共通項目] [個別項目]

○ こども・子育て政策の強化等

○ 地域脱炭素を実現するための取組の推進

○ 戸籍等の記載事項（氏名の振り仮名）の追加に伴う措置

○ 教員の処遇の改善及び少人数学級の整備

○ ＧＩＧＡスクール構想の推進

○ 公立学校施設整備事業に係る国庫補助負担制度の改善

○ 国民健康保険制度の安定的な運営の推進

○ 予防接種に係る財政措置等

○ 障害福祉サービスの推進

○ 介護保険制度の安定的な運営の推進

○ 地域の安全・安心を確保するためのインフラ老朽化対策の推進

○ 直轄事業に係る事前協議及び事業費管理の徹底

○ 後進地域の開発に関する公共事業の補助率差額の交付方法の改善

○ 林業公社の抜本的な経営対策等の推進

○ 社会資本整備総合交付金制度の改善等

○ 持続可能な地域公共交通の確保 5



（写） 
総 財 調 第 1 4 号 

令 和 ７ 年 ８ 月 ８ 日 

 

関係各大臣 殿 

 

総務大臣 村 上 誠 一 郎 

（ 公 印 省 略 ） 

 

令和８年度の地方財政措置について 

 

現下の財政状況は、国・地方ともに引き続き厳しく、経済・財政一体改革は、

国・地方共通の重要な課題であります。 

「経済財政運営と改革の基本方針 2025」（令和７年６月 13 日閣議決定）等を踏

まえ、経済・財政一体改革を推進する際には、国・地方の信頼関係及び適正な財

政秩序を維持しつつ、改革に取り組むことが重要であります。 

また、「地方財政法」（昭和 23 年法律第 109 号）の規定に基づき、国は、地方

財政の自主的かつ健全な運営を助長することに努めることや、その自律性を損な

い、または、地方公共団体に負担を転嫁するような施策を行わないこととする必

要があります。 

貴府省におかれましては、かねてから地方行財政の運営について、種々の御配

慮をいただいているところでありますが、令和８年度の予算編成に当たっては、

以上のような考え方に基づき、貴府省に対し要請いたしたい事項を別途総務副大

臣から関係各副大臣あてに連絡いたしますので、所要の措置の実現について特段

の御配慮をお願いいたします。 

 



 
 

（写） 

総 財 調 第 15 号 

令和７年８月８日 

 

 

関係各副大臣 殿  

 

 

総務副大臣 冨 樫 博 之 

（  公  印  省  略  ）   

 

 

令和８年度の地方財政措置について 

 

 

貴府省におかれましては、かねてから地方行財政の運営について、

種々の御配慮をいただいているところでありますが、今般、貴府省大

臣に対し、総務大臣から令和８年度の予算編成における地方行財政の

基本的な考え方をお示ししたところであります。  
この考え方に沿って、特に取り組んでいただきたい事項について別

添のとおり要請しますので、所要の措置の実現について特段の御配慮

をお願いいたします。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

（写） 

総 財 調 第 16 号 

令和７年８月８日 

 

 

財務副大臣 殿 

 

 

総務副大臣 冨 樫 博 之 

（  公  印  省  略  ）   

 

 

令和８年度の地方財政措置について 

 

 

地方財政の運営については、かねてから種々の御配慮をいただいて

いるところでありますが、今般、令和８年度の地方財政措置について

関係府省の副大臣に対し、別添のとおり要請したところであります。 

貴職におかれましても、前記要請の実現について格段の御高配をい

ただきますようお願いいたします。 

 



 
 

（写） 

総 財 調 第 17 号 

令和７年８月８日 

 

 

各都道府県知事 

殿 

各指定都市市長 

 

 

総務省自治財政局長     

（  公  印  省  略  ）  

 

 

令和８年度の地方財政措置について 

 

 

現在、各府省においては、令和８年度予算の概算要求の準備を進め

ているところでありますが、今般、各府省に対し、地方行財政に関連

して改善を要する事項について、当省より別添のとおり強く要請した

ところであります。 

つきましては、貴職におかれましても、その趣旨を十分御理解の上、

特段の御協力をいただきますようお願いいたします。 

各都道府県知事におかれましては、貴都道府県内の市町村に対して

も、この旨を通知していただくとともに、適切な御助言をお願いいた

します。 

なお、地域の元気創造プラットフォームにおける調査・照会システ

ムを通じて、各市区町村に対して、本通知についての情報提供を行っ

ていること、及び本通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第

245 条の４第１項に基づく技術的な助言であることを申し添えます。  



〔 共 通 事 項 〕 

項         目 頁 

 

Ⅰ 地方創生 2.0の推進 

 １ 地方創生 2.0の推進………………………………………………………………… 

 

Ⅱ 物価上昇及び賃上げの普及・定着への対応 

 １ 物価上昇への対応…………………………………………………………………… 

 ２ 賃上げの普及・定着への対応……………………………………………………… 

 

Ⅲ 防災・減災対策、国土強靱化及び震災等からの復旧・復興の推進 

 １ 防災・減災対策及び国土強靱化の推進…………………………………………… 

２ 東日本大震災からの復興の推進…………………………………………………… 

３ 能登半島地震及び近年の自然災害からの復旧・復興の推進…………………… 

  

Ⅳ 地方分権改革の推進及び国・地方を通ずる財政健全化 

 １ 地方歳出に対する国の関与の廃止・縮減等……………………………………… 

 ２ 地方公共団体における事務処理上の課題への対応……………………………… 

３ 地方公共団体の自主的な行財政改革への協力及び財政負担増等を伴う施策 

 の抑制等………………………………………………………………………………… 

４ 国庫補助負担金の整理合理化等…………………………………………………… 

 

Ⅴ 国・地方公共団体間の財政秩序の確立等 

 １ 国と地方公共団体の財政負担の適正化…………………………………………… 

２ 国庫補助負担金等に係る超過負担の解消………………………………………… 

 ３ 公共施設等の適正管理の推進……………………………………………………… 

 ４ 国・地方デジタル共通基盤の整備・運用の推進………………………………… 

 

 

１ 

 

 

１ 

１ 

 

  

１ 

１ 

２ 

 

 

２ 

２ 

 

２ 

２ 

 

 

３ 

３ 

３ 

３ 

 

 

〔 個 別 事 項 〕 

省 庁 名 項        目 頁 

 

内 閣 官 房 

 

 

 

内 閣 府 

 

 

 

 

１ 外国人材の受入れ環境整備の推進…………………………………… 

２ こども・子育て政策の強化等………………………………………… 

３ 地域脱炭素を実現するための取組の推進…………………………… 

 

１ 外国人材の受入れ環境整備の推進…………………………………… 

２ こども・子育て政策の強化等………………………………………… 

３ 地域脱炭素を実現するための取組の推進…………………………… 

 

 

４ 

４ 

４ 

 

５ 

５ 

５ 

 



省 庁 名 項        目 頁 

 

消 費 者 庁 

 

こども家庭庁 

 

 

 

デジタル庁 

 

 

法 務 省 

 

出入国在留 

管 理 庁 

 

文部科学省 

 

 

 

 

 

 

 

厚生労働省 

 

 

 

 

 

 

 

農林水産省 

 

 

 

 

 

 

 

１ 外国人材の受入れ環境整備の推進…………………………………… 

 

１ 外国人材の受入れ環境整備の推進…………………………………… 

２ こども・子育て政策の強化等………………………………………… 

３ 教育無償化への対応…………………………………………………… 

 

１ 地方公共団体情報システムの標準化・ガバメントクラウド移行 

後の運用経費の増加への対応…………………………………………… 

 

１ 戸籍等の記載事項（氏名の振り仮名）の追加に伴う措置………… 

 

１ 外国人材の受入れ環境整備の推進…………………………………… 

 

 

１ 外国人材の受入れ環境整備の推進…………………………………… 

２ こども・子育て政策の強化等………………………………………… 

３ 地域脱炭素を実現するための取組の推進…………………………… 

４ 教員の処遇の改善及び少人数学級の整備…………………………… 

５ ＧＩＧＡスクール構想の推進………………………………………… 

６ 公立学校施設整備事業に係る国庫補助負担制度の改善…………… 

７ 教育無償化への対応…………………………………………………… 

 

１ 外国人材の受入れ環境整備の推進…………………………………… 

２ こども・子育て政策の強化等………………………………………… 

３ 地域医療提供体制の確保……………………………………………… 

４ 国民健康保険制度の安定的な運営の推進…………………………… 

５ 予防接種に係る財政措置等…………………………………………… 

６ 障害福祉サービスの推進……………………………………………… 

７ 介護保険制度の安定的な運営の推進………………………………… 

 

１ 外国人材の受入れ環境整備の推進…………………………………… 

２ 地域脱炭素を実現するための取組の推進…………………………… 

３ 地域の安全・安心を確保するためのインフラ老朽化対策の推進… 

４ 直轄事業に係る事前協議及び事業費管理の徹底…………………… 

５ 後進地域の開発に関する公共事業の補助率差額の交付方法の改善 

６ 水道事業及び下水道事業の持続的経営の確保に向けた取組の推進 

 

 

６ 

 

６ 

６ 

７ 

 

 

７ 

 

７ 

 

７ 

 

 

８ 

８ 

８ 

８ 

９ 

９ 

９ 

 

９ 

10 

10 

10 

11 

11 

11 

 

11 

11 

12 

12 

12 

12 



省 庁 名 項        目 頁 

 

林 野 庁 

 

経済産業省 

 

 

 

国土交通省 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環 境 省 

 

 

 

 

１ 林業公社の抜本的な経営対策等の推進……………………………… 

 

１ 外国人材の受入れ環境整備の推進…………………………………… 

２ こども・子育て政策の強化等………………………………………… 

３ 地域脱炭素を実現するための取組の推進…………………………… 

 

１ 外国人材の受入れ環境整備の推進…………………………………… 

２ こども・子育て政策の強化等………………………………………… 

３ 地域脱炭素を実現するための取組の推進……………………………

４ 地域の安全・安心を確保するためのインフラ老朽化対策の推進… 

５ 直轄事業に係る事前協議及び事業費管理の徹底…………………… 

６ 後進地域の開発に関する公共事業の補助率差額の交付方法の改善 

７ 水道事業及び下水道事業の持続的経営の確保に向けた取組の推進 

８ 社会資本整備総合交付金制度の改善等……………………………… 

９ 持続可能な地域公共交通の確保……………………………………… 

 

１ 地域脱炭素を実現するための取組の推進…………………………… 

２ 水道事業及び下水道事業の持続的経営の確保に向けた取組の推進 

３ 一般廃棄物処理施設の整備…………………………………………… 

 

13 

 

13 

13 

14 

 

14 

14 

14 

15 

15 

15 

15 

15 

15 

 

16 

16 

16 
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 「経済財政運営と改革の基本方針 2025」（令和７年６月 13 日閣議決定）等を踏ま

え、以下の事項について所要の措置を講じられたい。 

 

【共通事項】 

 

Ⅰ 地方創生 2.0 の推進 

 １ 地方創生 2.0 の推進 

「経済財政運営と改革の基本方針 2025」、「地方創生 2.0 基本構想」（令和

７年６月 13 日閣議決定）等に基づき地方創生 2.0 を推進するに当たっては、地

方公共団体が地域の実情に応じ必要な事業を円滑に実施できるよう、地方起点

の課題に対する規制改革や諸制度の見直しなど、必要な措置を講じるとともに、

所要の財源を確保されたいこと。 

 

Ⅱ 物価上昇及び賃上げの普及・定着への対応 

 １ 物価上昇への対応 

物価上昇が継続していることを踏まえ、地方公共団体が、適切な価格転嫁に取

り組みつつ、必要な事業を円滑に実施できるよう、「経済財政運営と改革の基本

方針 2025」に基づく「物価上昇に合わせた公的制度の点検・見直し」の取組を

はじめとして、資材価格の高騰や賃金上昇等を踏まえた補助単価及び補助上限額

の見直し等の必要な措置を講じられたいこと。 

 

 ２ 賃上げの普及・定着への対応 

医療・介護・保育・福祉等の人材確保に向けて、公定価格の引上げを始めとす

る処遇改善を進めるに当たっては、所要の財源を確保されたいこと。 

また、会計年度任用職員の給与を対象経費に含む国庫補助負担金等について、

国予算の不足等により地方公共団体の超過負担が生じているものがあることか

ら、遡及適用を含む給与改定や勤勉手当を適切に反映するなど、所要の財源を確

実に確保されたいこと。 

 

Ⅲ 防災・減災対策、国土強靱化及び震災等からの復旧・復興の推進 

 １ 防災・減災対策及び国土強靱化の推進 

南海トラフ地震、首都直下地震、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震等に関す

る防災・減災対策及び国土強靱化に関する施策について、国として、その責務に

応じ、所要の財源を確保されたいこと。 

特に、国土強靱化に関する施策については、地方公共団体が、国土強靱化実施

中期計画に基づく取組を着実に実施できるよう、必要な措置を講じられたいこと。 

 

２ 東日本大震災からの復興の推進 

   東日本大震災からの復興支援については、「「第２期復興・創生期間」以降

における東日本大震災からの復興の基本方針」（令和３年３月９日閣議決定、

令和７年６月 20 日変更）に基づく事業が円滑に推進されるよう、必要な財政措

置を講じられたいこと。 
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 ３ 能登半島地震及び近年の自然災害からの復旧・復興の推進 

   令和６年能登半島地震及び近年の自然災害からの復旧・復興支援については、

被災した地方公共団体の意見を十分に踏まえ、復旧・復興に向けた事業が早期

かつ円滑に推進されるよう、必要な財政措置を講じられたいこと。 

 

Ⅳ  地方分権改革の推進及び国・地方を通ずる財政健全化 

１ 地方歳出に対する国の関与の廃止・縮減等 

持続可能な地方行財政の確保に向けて、計画策定の効率化、経由事務の廃止、

経由調査の見直し、デジタル技術の活用といった事務の簡素化・効率化を進め、

地方分権改革に取り組まれたいこと。 

また、地方歳出に対する国の関与の廃止・縮減、必置規制の見直し等を積極的

に行うとともに、事務事業の廃止・縮小等を徹底して行われたいこと。その際、

地方の意見を十分に踏まえられたいこと。 

なお、事務事業の廃止・縮小等を行う場合には、その旨が明らかになるよう、

法令等により所要の措置を講じられたいこと。 

 

２ 地方公共団体における事務処理上の課題への対応 

地方公共団体における担い手不足等の事務処理上の課題に対応するため、地域

における議論を踏まえつつ、国・都道府県・市町村の役割分担の在り方をはじ

めとする制度の見直し等を適切に進められたいこと。 

 

３ 地方公共団体の自主的な行財政改革への協力及び財政負担増等を伴う施策の

抑制等 

  組織・機構の簡素合理化等の地方公共団体の自主的・主体的な行財政改革の

取組に積極的に協力するとともに、地方公共団体の財政負担の増加及び職員数

の増加を伴う施策については、厳に抑制されたいこと。やむを得ず、法令の改

正等に伴い事務量・職員数の増加が見込まれる場合にあっても、他の施策にお

いて見直しを行い、新規増員を抑制するなど、地方公共団体の適正な定員管理

に支障を来すことのないようにされたいこと。 

 

４ 国庫補助負担金の整理合理化等 

   国庫補助負担金については、整理合理化や補助条件の見直し等を積極的に推

進し、地方公共団体の自由度の拡大に努められたいこと。 
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Ⅴ 国・地方公共団体間の財政秩序の確立等 

１ 国と地方公共団体の財政負担の適正化 

地方公共団体に権限及び責任のない事務事業に係る経費については、国と地方

公共団体との間の財政秩序を維持する見地から、地方公共団体に財政負担を求め

ることのないようにされたいこと。 

 

２ 国庫補助負担金等に係る超過負担の解消 

国庫補助負担金等に係る地方公共団体の超過負担については、実態の把握を行

い、これに基づき具体的な措置を講じ、その完全解消に格段の努力を払われたい

こと。 

 

 ３ 公共施設等の適正管理の推進 

「インフラ長寿命化基本計画」（平成 25 年 11 月 29 日インフラ老朽化対策の

推進に関する関係省庁連絡会議決定）の行動計画として位置付けられる地方公共

団体の公共施設等総合管理計画等に基づき策定することとされている個別施設

計画について、内容の充実を促進するとともに、未策定の場合は、早急に策定さ

れるよう必要な措置を講じられたいこと。 

また、個別施設計画に基づく老朽化対策や集約化・複合化等の適正管理に必要

な事業を円滑に実施できるよう、所要の財源を確保されたいこと。 

 

 ４ 国・地方デジタル共通基盤の整備・運用の推進 

「国・地方デジタル共通基盤の整備・運用に関する基本方針」（令和６年６月

18 日デジタル行財政改革会議決定）に基づき、国・地方デジタル共通基盤の整

備・運用を進めるに当たっては、地方の意見を十分に踏まえ、共通化対象に選定

された各業務・システムについて国・地方の役割分担を整理した上で、所要の財

源の確保をはじめ、必要な措置を講じられたいこと。 

その際、地方公共団体の実態を把握し、事務負担の軽減や運用経費等の削減に

つながるよう取り組まれたいこと。 
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【個別事項】 

 

（内閣官房） 

１ 外国人材の受入れ環境整備の推進（同旨内閣府、消費者庁、こども家庭庁、出

入国在留管理庁、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通

省） 

「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」（令和７年６月６日外国人

材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議決定）等を踏まえた取組を進めるに当た

っては、地方の意見を十分に踏まえつつ、特定技能外国人のマッチング支援策等

の必要な措置を講じるとともに、外国人が増加する中で、地方公共団体が地域の

実情に応じ、日本語教育の推進、外国人向けの相談体制の強化、外国人児童生徒

への支援体制の強化等の必要な事業を円滑に実施できるよう、所要の財源を確保

されたいこと。 

 

２ こども・子育て政策の強化等（同旨内閣府、こども家庭庁、文部科学省、厚生

労働省、経済産業省、国土交通省） 

「経済財政運営と改革の基本方針 2025」、「こども未来戦略」（令和５年 12 月

22 日閣議決定）等に基づき、こども・子育て政策の強化を進めるに当たっては、

国と地方が車の両輪となって取り組む必要があることから、今後具体化を図る部

分について、地方の意見を十分に踏まえながら検討するとともに、「加速化プラ

ン」等に掲げる取組について、地方負担分も含めて、所要の財源を確保すること。 

また、令和８年度からの子ども・子育て支援金制度の実施に当たっては、きめ

細かな広報・周知により国民の理解促進に努めるとともに、こども誰でも通園制

度の給付化については、これまでの試行的事業等の実施状況や地方の意見を十分

に踏まえ、実態に即した公定価格の設定等必要な措置を講じられたいこと。 

さらに、就学前教育・保育施設整備交付金及び次世代育成支援対策施設整備交

付金について、地方公共団体が必要な事業を円滑に実施できるよう、所要の国費

を確保されたいこと。 

 

３ 地域脱炭素を実現するための取組の推進（同旨内閣府、文部科学省、農林水産

省、経済産業省、国土交通省、環境省） 

「地球温暖化対策計画」（令和７年２月 18 日閣議決定）、「ＧＸ２０４０ビジ

ョン」（令和７年２月 18 日閣議決定）等に基づき、地域脱炭素の加速化を図るに

当たっては、地方の意見を十分に踏まえ、地域脱炭素移行・再エネ推進交付金を

はじめ所要の財源を確保するなど、必要な措置を講じられたいこと。 
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（内閣府） 

１ 外国人材の受入れ環境整備の推進（同旨内閣官房、消費者庁、こども家庭庁、

出入国在留管理庁、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交

通省） 

「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」（令和７年６月６日外国人

材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議決定）等を踏まえた取組を進めるに当た

っては、地方の意見を十分に踏まえつつ、特定技能外国人のマッチング支援策等

の必要な措置を講じるとともに、外国人が増加する中で、地方公共団体が地域の

実情に応じ、日本語教育の推進、外国人向けの相談体制の強化、外国人児童生徒

への支援体制の強化等の必要な事業を円滑に実施できるよう、所要の財源を確保

されたいこと。 

 

２ こども・子育て政策の強化等（同旨内閣官房、こども家庭庁、文部科学省、厚

生労働省、経済産業省、国土交通省） 

「経済財政運営と改革の基本方針 2025」、「こども未来戦略」（令和５年 12 月

22 日閣議決定）等に基づき、こども・子育て政策の強化を進めるに当たっては、

国と地方が車の両輪となって取り組む必要があることから、今後具体化を図る部

分について、地方の意見を十分に踏まえながら検討するとともに、「加速化プラ

ン」等に掲げる取組について、地方負担分も含めて、所要の財源を確保すること。 

また、令和８年度からの子ども・子育て支援金制度の実施に当たっては、きめ

細かな広報・周知により国民の理解促進に努めるとともに、こども誰でも通園制

度の給付化については、これまでの試行的事業等の実施状況や地方の意見を十分

に踏まえ、実態に即した公定価格の設定等必要な措置を講じられたいこと。 

さらに、就学前教育・保育施設整備交付金及び次世代育成支援対策施設整備交

付金について、地方公共団体が必要な事業を円滑に実施できるよう、所要の国費

を確保されたいこと。 

 

３ 地域脱炭素を実現するための取組の推進（同旨内閣官房、文部科学省、農林水

産省、経済産業省、国土交通省、環境省） 

「地球温暖化対策計画」（令和７年２月 18 日閣議決定）、「ＧＸ２０４０ビジ

ョン」（令和７年２月 18 日閣議決定）等に基づき、地域脱炭素の加速化を図るに

当たっては、地方の意見を十分に踏まえ、地域脱炭素移行・再エネ推進交付金を

はじめ所要の財源を確保するなど、必要な措置を講じられたいこと。 
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（消費者庁） 

１ 外国人材の受入れ環境整備の推進（同旨内閣官房、内閣府、こども家庭庁、出

入国在留管理庁、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通

省） 

「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」（令和７年６月６日外国人

材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議決定）等を踏まえた取組を進めるに当た

っては、地方の意見を十分に踏まえつつ、特定技能外国人のマッチング支援策等

の必要な措置を講じるとともに、外国人が増加する中で、地方公共団体が地域の

実情に応じ、日本語教育の推進、外国人向けの相談体制の強化、外国人児童生徒

への支援体制の強化等の必要な事業を円滑に実施できるよう、所要の財源を確保

されたいこと。 

 

（こども家庭庁） 

１ 外国人材の受入れ環境整備の推進（同旨内閣官房、内閣府、消費者庁、出入国

在留管理庁、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省） 

「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」（令和７年６月６日外国人

材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議決定）等を踏まえた取組を進めるに当た

っては、地方の意見を十分に踏まえつつ、特定技能外国人のマッチング支援策等

の必要な措置を講じるとともに、外国人が増加する中で、地方公共団体が地域の

実情に応じ、日本語教育の推進、外国人向けの相談体制の強化、外国人児童生徒

への支援体制の強化等の必要な事業を円滑に実施できるよう、所要の財源を確保

されたいこと。 

 

２ こども・子育て政策の強化等（同旨内閣官房、内閣府、文部科学省、厚生労働

省、経済産業省、国土交通省） 

「経済財政運営と改革の基本方針 2025」、「こども未来戦略」（令和５年 12 月

22 日閣議決定）等に基づき、こども・子育て政策の強化を進めるに当たっては、

国と地方が車の両輪となって取り組む必要があることから、今後具体化を図る部

分について、地方の意見を十分に踏まえながら検討するとともに、「加速化プラ

ン」等に掲げる取組について、地方負担分も含めて、所要の財源を確保すること。 

また、令和８年度からの子ども・子育て支援金制度の実施に当たっては、きめ

細かな広報・周知により国民の理解促進に努めるとともに、こども誰でも通園制

度の給付化については、これまでの試行的事業等の実施状況や地方の意見を十分

に踏まえ、実態に即した公定価格の設定等必要な措置を講じられたいこと。 

さらに、就学前教育・保育施設整備交付金及び次世代育成支援対策施設整備交

付金について、地方公共団体が必要な事業を円滑に実施できるよう、所要の国費

を確保されたいこと。 
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３ 教育無償化への対応（同旨文部科学省） 

  「経済財政運営と改革の基本方針 2025」等に基づくいわゆる高校無償化、給食

無償化及び０～２歳を含む幼児教育・保育の支援については、地方の意見を十分

に踏まえ様々な論点を検討した上で、実施に当たっては、地方公共団体への適時

適切な情報提供を行うとともに、所要の財源を確実に確保されたいこと。 

 

（デジタル庁） 

１ 地方公共団体情報システムの標準化・ガバメントクラウド移行後の運用経費の

増加への対応 

地方公共団体情報システムの運用経費については、「地方公共団体情報システ

ム標準化基本方針」（令和６年 12 月 24 日閣議決定）に基づく削減目標の達成に

向けて、見積精査支援の強化、ガバメントクラウド利用料の低廉化、ソフトウェ

ア関係経費の低減のための事業者との調整など必要な措置を講じられたいこと。 

その上で、一時的に増加する経費については、その要因の更なる分析を行い、

地方の意見を十分に踏まえ、所要の財源を確保されたいこと。 

 

（法務省） 

１ 戸籍等の記載事項（氏名の振り仮名）の追加に伴う措置 

  「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等

の一部を改正する法律」（令和５年法律第 48 号）に基づき、戸籍等の記載事項と

して、氏名の振り仮名を追加するに当たっては、その実施に支障が生じることの

ないよう、地方の意見を十分に踏まえ、所要の国費を確実に確保するとともに、

地方公共団体への情報提供や国民への周知等の必要な措置を講じられたいこと。 

 

（出入国在留管理庁） 

１ 外国人材の受入れ環境整備の推進（同旨内閣官房、内閣府、消費者庁、こども

家庭庁、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省） 

「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」（令和７年６月６日外国人

材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議決定）等を踏まえた取組を進めるに当た

っては、地方の意見を十分に踏まえつつ、特定技能外国人のマッチング支援策等

の必要な措置を講じるとともに、外国人が増加する中で、地方公共団体が地域の

実情に応じ、日本語教育の推進、外国人向けの相談体制の強化、外国人児童生徒

への支援体制の強化等の必要な事業を円滑に実施できるよう、所要の財源を確保

されたいこと。 
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（文部科学省） 

１ 外国人材の受入れ環境整備の推進（同旨内閣官房、内閣府、消費者庁、こども

家庭庁、出入国在留管理庁、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省） 

「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」（令和７年６月６日外国人

材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議決定）等を踏まえた取組を進めるに当た

っては、地方の意見を十分に踏まえつつ、特定技能外国人のマッチング支援策等

の必要な措置を講じるとともに、外国人が増加する中で、地方公共団体が地域の

実情に応じ、日本語教育の推進、外国人向けの相談体制の強化、外国人児童生徒

への支援体制の強化等の必要な事業を円滑に実施できるよう、所要の財源を確保

されたいこと。 

 

２ こども・子育て政策の強化等（同旨内閣官房、内閣府、こども家庭庁、厚生労

働省、経済産業省、国土交通省） 

「経済財政運営と改革の基本方針 2025」、「こども未来戦略」（令和５年 12 月

22 日閣議決定）等に基づき、こども・子育て政策の強化を進めるに当たっては、

国と地方が車の両輪となって取り組む必要があることから、今後具体化を図る部

分について、地方の意見を十分に踏まえながら検討するとともに、「加速化プラ

ン」等に掲げる取組について、地方負担分も含めて、所要の財源を確保すること。 

また、令和８年度からの子ども・子育て支援金制度の実施に当たっては、きめ

細かな広報・周知により国民の理解促進に努めるとともに、こども誰でも通園制

度の給付化については、これまでの試行的事業等の実施状況や地方の意見を十分

に踏まえ、実態に即した公定価格の設定等必要な措置を講じられたいこと。 

さらに、就学前教育・保育施設整備交付金及び次世代育成支援対策施設整備交

付金について、地方公共団体が必要な事業を円滑に実施できるよう、所要の国費

を確保されたいこと。 

 

３ 地域脱炭素を実現するための取組の推進（同旨内閣官房、内閣府、農林水産省、

経済産業省、国土交通省、環境省） 

「地球温暖化対策計画」（令和７年２月 18 日閣議決定）、「ＧＸ２０４０ビジ

ョン」（令和７年２月 18 日閣議決定）等に基づき、地域脱炭素の加速化を図るに

当たっては、地方の意見を十分に踏まえ、地域脱炭素移行・再エネ推進交付金を

はじめ所要の財源を確保するなど、必要な措置を講じられたいこと。 

 

４ 教員の処遇の改善及び少人数学級の整備  

「公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法等の一部を

改正する法律」（令和７年法律第 68 号）に基づく教職調整額の引上げや各種手当

の見直しなどの教員の処遇の改善及び中学校における 35 人学級の整備に当たって

は、国・地方を通じた厳しい財政状況に配慮しつつ、所要の財源の確保をはじめ、

適切な措置を講じられたいこと。 

あわせて、教員の時間外在校等時間の削減に向けて、地方公共団体が地域の実

情に応じ必要な取組を円滑に実施できるよう、所要の財源を確保されたいこと。 
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５ ＧＩＧＡスクール構想の推進 

国策として推進するＧＩＧＡスクール構想により整備された１人１台端末につ

いては、公教育の必須ツールとして、利活用状況等の地域間格差を解消するべく

伴走支援を強化しつつ、地方公共団体が端末の更新を円滑に実施できるよう、共

同調達を推進するとともに、今後の更新時期を把握し、所要の財源を確保された

いこと。 

 

６ 公立学校施設整備事業に係る国庫補助負担制度の改善 

  公立学校施設整備事業については、地方公共団体が必要な事業を円滑に実施で

きるよう、資材価格や労務費を適切に反映した補助単価の見直し等を行うととも

に、小中学校の統廃合に伴う施設整備費が増加する中で、国予算の不足により老

朽化対策等の実施に支障を来していることから、所要の財源を確保されたいこと。 

 

７ 教育無償化への対応（同旨こども家庭庁） 

  「経済財政運営と改革の基本方針 2025」等に基づくいわゆる高校無償化、給食

無償化及び０～２歳を含む幼児教育・保育の支援については、地方の意見を十分

に踏まえ様々な論点を検討した上で、実施に当たっては、地方公共団体への適時

適切な情報提供を行うとともに、所要の財源を確実に確保されたいこと。 

 

（厚生労働省） 

１ 外国人材の受入れ環境整備の推進（同旨内閣官房、内閣府、消費者庁、こども

家庭庁、出入国在留管理庁、文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省） 

「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」（令和７年６月６日外国人

材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議決定）等を踏まえた取組を進めるに当た

っては、地方の意見を十分に踏まえつつ、特定技能外国人のマッチング支援策等

の必要な措置を講じるとともに、外国人が増加する中で、地方公共団体が地域の

実情に応じ、日本語教育の推進、外国人向けの相談体制の強化、外国人児童生徒

への支援体制の強化等の必要な事業を円滑に実施できるよう、所要の財源を確保

されたいこと。 
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２ こども・子育て政策の強化等（同旨内閣官房、内閣府、こども家庭庁、文部科

学省、経済産業省、国土交通省） 

「経済財政運営と改革の基本方針 2025」、「こども未来戦略」（令和５年 12 月

22 日閣議決定）等に基づき、こども・子育て政策の強化を進めるに当たっては、

国と地方が車の両輪となって取り組む必要があることから、今後具体化を図る部

分について、地方の意見を十分に踏まえながら検討するとともに、「加速化プラ

ン」等に掲げる取組について、地方負担分も含めて、所要の財源を確保すること。 

また、令和８年度からの子ども・子育て支援金制度の実施に当たっては、きめ

細かな広報・周知により国民の理解促進に努めるとともに、こども誰でも通園制

度の給付化については、これまでの試行的事業等の実施状況や地方の意見を十分

に踏まえ、実態に即した公定価格の設定等必要な措置を講じられたいこと。 

さらに、就学前教育・保育施設整備交付金及び次世代育成支援対策施設整備交

付金について、地方公共団体が必要な事業を円滑に実施できるよう、所要の国費

を確保されたいこと。 

 

３ 地域医療提供体制の確保 

公立病院をはじめとして厳しい経営状況にある医療機関の現状や物価高騰・賃

金上昇等の経済社会情勢の変化を踏まえ、持続可能な地域医療提供体制を確保で

きるよう、診療報酬を含め適切に検討を行い、必要な措置を講じられたいこと。 

また、病床数の適正化のための支援に当たっては、公立病院を含めた医療機関

が必要な事業を円滑に実施できるよう、所要の国費を確保されたいこと。 

さらに、「経済財政運営と改革の基本方針 2025」に基づく令和８年度以降の地

域医療構想の推進に当たっては、地方の意見を十分に踏まえるとともに、医師偏

在の是正を図るための総合的な対策のパッケージについては、実効性のあるもの

となるよう、必要な措置を講じられたいこと。 

あわせて、地域医療介護総合確保基金については、地方公共団体が地域の実情

に応じて、地域医療構想の達成に向けた病床の機能の分化及び連携の推進、医療

従事者の確保や医師の労働時間の短縮に向けた体制の整備など必要な事業を円滑

に実施できるよう、所要の財源を確保されたいこと。 

このほか、医療施設運営費等補助金や医療提供体制推進事業費補助金の中には、

交付決定が遅いものや超過負担が生じているものがあり、事業の執行、資金計画

に支障を来しているので、事業の適正かつ円滑な実施を確保するため、交付決定

時期の適正化を図るとともに、所要の国費を確保されたいこと。 

 

４ 国民健康保険制度の安定的な運営の推進 

  都道府県が国民健康保険の財政運営の責任主体として円滑に制度を運営できる

よう、保険者努力支援制度、高額医療費負担金等の財政支援を着実に実施された

いこと。 

あわせて、決算補てんを目的とする法定外の一般会計からの繰入金等の計画的

な解消に向けた取組を促進されたいこと。 

また、普通調整交付金について、見直しを検討するに当たっては、地方の意見

を十分に踏まえ、保険者努力支援制度の有効活用など国民健康保険制度の円滑な

運営に配慮した方策についてもあわせて検討されたいこと。 
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５ 予防接種に係る財政措置等 

  「予防接種法」（昭和 23 年法律第 68 号）の対象となる疾病・ワクチンの追加

等を検討する場合には、接種費用の低廉化や必要な財源の捻出及び確保等に向け

た必要な措置を講じられたいこと。 

 

６ 障害福祉サービスの推進 

  「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」（平成 17 年

法律第 123 号）において、障害福祉サービスに係る対象経費のうち、訪問系サー

ビス分に限り国庫負担の基準が定められているが、一部の地方公共団体では、サ

ービス支給量が国庫負担基準を超えていることから、実態を把握の上、国庫負担

基準を見直すとともに、所要の国費を確保されたいこと。 

あわせて、「全世代型社会保障構築を目指す改革の道筋（改革工程）」（令和

５年 12 月 22 日閣議決定）に基づき、訪問系サービスの利用者の状況に応じた適

切な給付決定を推進する仕組みについて検討する際には、地方の意見を十分に踏

まえつつ、国庫負担基準の在り方を含めて検討を行われたいこと。 

また、地域生活支援事業については、国庫補助所要額に対する実際の充足率が

低い水準にあることを踏まえ、所要の国費を確保されたいこと。 

 

７ 介護保険制度の安定的な運営の推進 

  第 10 期（令和９年度～令和 11 年度）の介護保険制度の検討に当たっては、介

護給付費の動向、被保険者の負担等を把握の上、地方の意見を十分に踏まえ、制

度の安定的かつ健全な運営が可能となるよう適切な措置を講じられたいこと。 

特に、軽度者への生活援助サービス等に関する給付の在り方を検討するに当た

っては、地方公共団体が地域の実情に応じ、必要な事業を円滑に実施できるよう、

必要な措置を講じられたいこと。 

  

（農林水産省） 

１ 外国人材の受入れ環境整備の推進（同旨内閣官房、内閣府、消費者庁、こども

家庭庁、出入国在留管理庁、文部科学省、厚生労働省、経済産業省、国土交通省） 

「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」（令和７年６月６日外国人

材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議決定）等を踏まえた取組を進めるに当た

っては、地方の意見を十分に踏まえつつ、特定技能外国人のマッチング支援策等

の必要な措置を講じるとともに、外国人が増加する中で、地方公共団体が地域の

実情に応じ、日本語教育の推進、外国人向けの相談体制の強化、外国人児童生徒

への支援体制の強化等の必要な事業を円滑に実施できるよう、所要の財源を確保

されたいこと。 

 

２ 地域脱炭素を実現するための取組の推進（同旨内閣官房、内閣府、文部科学省、

経済産業省、国土交通省、環境省） 

「地球温暖化対策計画」（令和７年２月 18 日閣議決定）、「ＧＸ２０４０ビジ

ョン」（令和７年２月 18 日閣議決定）等に基づき、地域脱炭素の加速化を図るに

当たっては、地方の意見を十分に踏まえ、地域脱炭素移行・再エネ推進交付金を

はじめ所要の財源を確保するなど、必要な措置を講じられたいこと。 
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３ 地域の安全・安心を確保するためのインフラ老朽化対策の推進（同旨国土交通

省） 

  道路をはじめとするインフラの老朽化が進行する中、地域の安全・安心を確保

するため、地方公共団体が老朽化対策に係る事業を早期かつ円滑に実施できるよ

う、安定的に所要の財源を確保するとともに、事業の進捗が遅れている市町村へ

の支援など必要な措置を講じられたいこと。 

 

４ 直轄事業に係る事前協議及び事業費管理の徹底（同旨国土交通省）  

地方公共団体に対する説明責任の観点から、直轄事業の計画、実施及び変更に

係る地方公共団体との事前協議については、地方の意見を十分反映できるよう、

協議の方法、回数等の工夫によりその内容を充実させるとともに、あらかじめ十

分な時間的余裕をもって行われたいこと。 

また、当初計画における工期及び事業費を超えて事業が行われることがないよ

う、効率的な事業実施及びコスト縮減を徹底されたいこと。 

 

５ 後進地域の開発に関する公共事業の補助率差額の交付方法の改善（同旨国土交

通省） 

後進地域における開発指定事業に係る補助率差額については、「後進地域の開

発に関する公共事業に係る国の負担割合の特例に関する法律施行令」（昭和 36 年

政令第 258 号）第３条第２項の規定により例外的に認められる翌々年度交付が常

態化していることから、事業実施主体の財政運営に支障が生じないよう、原則で

ある事業年度の翌年度に交付されたいこと。 

 

６ 水道事業及び下水道事業の持続的経営の確保に向けた取組の推進（同旨国土交

通省、環境省） 

地方公共団体の水道事業及び下水道事業の持続的経営の確保のため、「水道広

域化推進プラン」及び汚水処理の事業運営に係る「広域化・共同化計画」に基づ

く広域化等の推進並びに令和６年能登半島地震や埼玉県八潮市における道路陥没

事故等を踏まえた施設の耐震化・老朽化対策の推進に必要な事業を円滑に実施で

きるよう、所要の財源を確保されたいこと。 
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（林野庁） 

１ 林業公社の抜本的な経営対策等の推進 

  林業公社の経営対策については、公社の有する債務が関係地方公共団体の財政

運営に重大な影響を及ぼす恐れがある状況に至っている事例も見られることから、

より効果的な対策を検討されたいこと。 

特に、林業公社の更なる経営改善のため、利子負担軽減対策として、利率の高

い日本政策金融公庫資金の繰上償還（補償金なし）、無利子である森林整備活性

化資金の拡充等について、引き続き、その実現に向け努力されたいこと。 

さらに、不採算分収林の契約解除に向けた取組への積極的な支援により義務的

繰上償還（補償金なし）を推進する等、一層の債務返済が図られるよう取り組む

とともに、林業公社の経営健全化のための方針に基づく施業コストの低減、販路

拡大などの取組をはじめ、林業公社が行う経営健全化の取組について適切な支援

を行われたいこと。 

あわせて、林業公社の廃止等により都道府県が引き受けた債務についても、一

層の債務返済及び利子負担軽減が図られるよう、効果的な対策を検討されたいこ

と。 

 

（経済産業省） 

１ 外国人材の受入れ環境整備の推進（同旨内閣官房、内閣府、消費者庁、こども

家庭庁、出入国在留管理庁、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、国土交通省） 

「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」（令和７年６月６日外国人

材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議決定）等を踏まえた取組を進めるに当た

っては、地方の意見を十分に踏まえつつ、特定技能外国人のマッチング支援策等

の必要な措置を講じるとともに、外国人が増加する中で、地方公共団体が地域の

実情に応じ、日本語教育の推進、外国人向けの相談体制の強化、外国人児童生徒

への支援体制の強化等の必要な事業を円滑に実施できるよう、所要の財源を確保

されたいこと。 

 

２ こども・子育て政策の強化等（同旨内閣官房、内閣府、こども家庭庁、文部科

学省、厚生労働省、国土交通省） 

「経済財政運営と改革の基本方針 2025」、「こども未来戦略」（令和５年 12 月

22 日閣議決定）等に基づき、こども・子育て政策の強化を進めるに当たっては、

国と地方が車の両輪となって取り組む必要があることから、今後具体化を図る部

分について、地方の意見を十分に踏まえながら検討するとともに、「加速化プラ

ン」等に掲げる取組について、地方負担分も含めて、所要の財源を確保すること。 

また、令和８年度からの子ども・子育て支援金制度の実施に当たっては、きめ

細かな広報・周知により国民の理解促進に努めるとともに、こども誰でも通園制

度の給付化については、これまでの試行的事業等の実施状況や地方の意見を十分

に踏まえ、実態に即した公定価格の設定等必要な措置を講じられたいこと。 

さらに、就学前教育・保育施設整備交付金及び次世代育成支援対策施設整備交

付金について、地方公共団体が必要な事業を円滑に実施できるよう、所要の国費

を確保されたいこと。 
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３ 地域脱炭素を実現するための取組の推進（同旨内閣官房、内閣府、文部科学省、

農林水産省、国土交通省、環境省） 

「地球温暖化対策計画」（令和７年２月 18 日閣議決定）、「ＧＸ２０４０ビジ

ョン」（令和７年２月 18 日閣議決定）等に基づき、地域脱炭素の加速化を図るに

当たっては、地方の意見を十分に踏まえ、地域脱炭素移行・再エネ推進交付金を

はじめ所要の財源を確保するなど、必要な措置を講じられたいこと。 

 

（国土交通省） 

１ 外国人材の受入れ環境整備の推進（同旨内閣官房、内閣府、消費者庁、こども

家庭庁、出入国在留管理庁、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省） 

「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」（令和７年６月６日外国人

材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議決定）等を踏まえた取組を進めるに当た

っては、地方の意見を十分に踏まえつつ、特定技能外国人のマッチング支援策等

の必要な措置を講じるとともに、外国人が増加する中で、地方公共団体が地域の

実情に応じ、日本語教育の推進、外国人向けの相談体制の強化、外国人児童生徒

への支援体制の強化等の必要な事業を円滑に実施できるよう、所要の財源を確保

されたいこと。 

 

２ こども・子育て政策の強化等（同旨内閣官房、内閣府、こども家庭庁、文部科

学省、厚生労働省、経済産業省） 

「経済財政運営と改革の基本方針 2025」、「こども未来戦略」（令和５年 12 月

22 日閣議決定）等に基づき、こども・子育て政策の強化を進めるに当たっては、

国と地方が車の両輪となって取り組む必要があることから、今後具体化を図る部

分について、地方の意見を十分に踏まえながら検討するとともに、「加速化プラ

ン」等に掲げる取組について、地方負担分も含めて、所要の財源を確保すること。 

また、令和８年度からの子ども・子育て支援金制度の実施に当たっては、きめ

細かな広報・周知により国民の理解促進に努めるとともに、こども誰でも通園制

度の給付化については、これまでの試行的事業等の実施状況や地方の意見を十分

に踏まえ、実態に即した公定価格の設定等必要な措置を講じられたいこと。 

さらに、就学前教育・保育施設整備交付金及び次世代育成支援対策施設整備交

付金について、地方公共団体が必要な事業を円滑に実施できるよう、所要の国費

を確保されたいこと。 

 

３ 地域脱炭素を実現するための取組の推進（同旨内閣官房、内閣府、文部科学省、

農林水産省、経済産業省、環境省） 

「地球温暖化対策計画」（令和７年２月 18 日閣議決定）、「ＧＸ２０４０ビジ

ョン」（令和７年２月 18 日閣議決定）等に基づき、地域脱炭素の加速化を図るに

当たっては、地方の意見を十分に踏まえ、地域脱炭素移行・再エネ推進交付金を

はじめ所要の財源を確保するなど、必要な措置を講じられたいこと。 
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４ 地域の安全・安心を確保するためのインフラ老朽化対策の推進（同旨農林水産

省） 

道路をはじめとするインフラの老朽化が進行する中、地域の安全・安心を確保

するため、地方公共団体が老朽化対策に係る事業を早期かつ円滑に実施できるよ

う、安定的に所要の財源を確保するとともに、事業の進捗が遅れている市町村へ

の支援など必要な措置を講じられたいこと。 

 

５ 直轄事業に係る事前協議及び事業費管理の徹底（同旨農林水産省）  

地方公共団体に対する説明責任の観点から、直轄事業の計画、実施及び変更に

係る地方公共団体との事前協議については、地方の意見を十分反映できるよう、

協議の方法、回数等の工夫によりその内容を充実させるとともに、あらかじめ十

分な時間的余裕をもって行われたいこと。 

また、当初計画における工期及び事業費を超えて事業が行われることがないよ

う、効率的な事業実施及びコスト縮減を徹底されたいこと。 

 

６ 後進地域の開発に関する公共事業の補助率差額の交付方法の改善（同旨農林水

産省） 

後進地域における開発指定事業に係る補助率差額については、「後進地域の開

発に関する公共事業に係る国の負担割合の特例に関する法律施行令」（昭和 36 年

政令第 258 号）第３条第２項の規定により例外的に認められる翌々年度交付が常

態化していることから、事業実施主体の財政運営に支障が生じないよう、原則で

ある事業年度の翌年度に交付されたいこと。 

 

７ 水道事業及び下水道事業の持続的経営の確保に向けた取組の推進（同旨農林水

産省、環境省） 

地方公共団体の水道事業及び下水道事業の持続的経営の確保のため、「水道広

域化推進プラン」及び汚水処理の事業運営に係る「広域化・共同化計画」に基づ

く広域化等の推進並びに令和６年能登半島地震や埼玉県八潮市における道路陥没

事故等を踏まえた施設の耐震化・老朽化対策の推進に必要な事業を円滑に実施で

きるよう、所要の財源を確保されたいこと。 

 

８ 社会資本整備総合交付金制度の改善等 

社会資本整備総合交付金については、引き続き、政策的に優先すべき事業を明

確化した上で重点的に交付金を配分する取組を進めるとともに、必要な事業を円

滑に実施できるよう、所要の国費を確保されたいこと。 

 

９ 持続可能な地域公共交通の確保 

「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律等の一部を改正する法律」（令

和５年法律第 18 号）に基づく再構築協議会の運営に当たっては、鉄道事業者に対

する最大限の協力要請など、関係地方公共団体の意見を十分に踏まえるとともに、

地域公共交通再構築事業を円滑に実施できるよう所要の財源を確保されたいこと。 
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（環境省） 

１ 地域脱炭素を実現するための取組の推進（同旨内閣官房、内閣府、文部科学省、

農林水産省、経済産業省、国土交通省） 

「地球温暖化対策計画」（令和７年２月 18 日閣議決定）、「ＧＸ２０４０ビジ

ョン」（令和７年２月 18 日閣議決定）等に基づき、地域脱炭素の加速化を図るに

当たっては、地方の意見を十分に踏まえ、地域脱炭素移行・再エネ推進交付金を

はじめ所要の財源を確保するなど、必要な措置を講じられたいこと。 

 

２ 水道事業及び下水道事業の持続的経営の確保に向けた取組の推進（同旨農林水

産省、国土交通省） 

地方公共団体の水道事業及び下水道事業の持続的経営の確保のため、「水道広

域化推進プラン」及び汚水処理の事業運営に係る「広域化・共同化計画」に基づ

く広域化等の推進並びに令和６年能登半島地震や埼玉県八潮市における道路陥没

事故等を踏まえた施設の耐震化・老朽化対策の推進に必要な事業を円滑に実施で

きるよう、所要の財源を確保されたいこと。 

 

３ 一般廃棄物処理施設の整備 

一般廃棄物処理施設については、「廃棄物処理施設整備計画」（令和５年６月

30 日閣議決定）等に基づき広域化・集約化を推進していること及び全国的に施設

更新の集中が想定されることを踏まえ、地方公共団体が必要な事業を円滑に実施

できるよう、循環型社会形成推進交付金等について、所要の財源を確保されたい

こと。 

さらに、各地方公共団体が地域の実情に応じ、施設の建設・維持管理・解体に

係るトータルコストの縮減を図ることができるよう、適切な情報提供を行うなど、

必要な措置を講じられたいこと。 
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